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株式会社ＣＭＣの株式取得に関するお知らせ 

 

 株式会社電算システムホールディングス（本社：岐阜県岐阜市、代表取締役社長：田中 靖哲 以下「電

算システム HD」）は、本日開催の取締役会において、株式会社ＣＭＣ（本社：岐阜県岐阜市、代表取締役

社長：小栗 悟、以下「ＣＭＣ」）の発行済株式の全てを取得し、完全子会社化することを決議しました

ので、お知らせ致します。なお、株式取得日は来春を予定しております。 

 

記 

 

１．株式の取得理由 

電算システム HDは、2021年 7月に持株会社化し、傘下に情報サービス事業、収納代行サービス事業及

びクラウドサービス事業を展開する総合型情報処理サービス企業群を有しています。近時、デジタルトラ

ンスフォーメーション（DX）が叫ばれる中で、業務効率化・生産性向上にむけたシステム改善の悩み・課

題を抱える企業が数多く見受けられ、DXに関する様々な相談が寄せられております。 

一方、ＣＭＣは、創業以来約 30年にわたり、当地域の主要企業はじめ数々の企業を対象に、様々な課題

を解決するためのシステム開発から運用・保守、特に会計システムを中心とした業務システムの導入及び

支援、ネットワーク構築支援、及びレガシーシステムのメンテナンス対応等の実績を有しています。また、

勤怠管理をスムーズに行うため、外国語表記にも対応したオリジナルパッケージソフト「TaskCal 勤怠管

理」を保有しており、多くの採用実績があるなど、取引先に適したシステム開発や、最適なパッケージソ

フト等を紹介・カスタマイズしながら、取引先の業務改善・効率化の支援を行っております。 

このような中、電算システム HD は、ＣＭＣがこれまでに培ってきたシステム提案力やシステム開発力

と、電算システムHDグループの営業力・システム開発力・技術力等の連携によるシナジー効果の発揮によ

り、地域企業のデジタル化や DX推進に貢献することが期待できると考えております。 

 

２．異動する子会社（株式会社ＣＭＣ）の概要 

（１） 名 称 株式会社ＣＭＣ 

（２） 所 在 地 
(現在) 

岐阜県岐阜市神田町6丁目11番1号 

協和第二ビル3F 

(株式取得後) 岐阜県岐阜市日置江1丁目58番地 



（３） 代表者の役職・氏名 

(現在) 代表取締役社長 小栗 悟 

(株式取得後) 
代表取締役社長 長谷川 忠利 

（現ＣＭＣ取締役） 

（４） 事 業 内 容 システム開発業務 

（５） 資 本 金 1,000 万円 

（６） 設 立 年 月 日 1991 年 5 月 15 日 

（７） 大株主及び持株比率 守秘義務に基づき開示を差し控えております。 

（８） 
当 該 会 社 と の 

関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状況 

決算期 2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 

売 上 高 122,897千円 194,515千円 135,240千円 

営 業 利 益 4,444千円 4,865千円 4,918千円 

当 期 純 利 益 3,497千円 4,234千円 4,571千円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 守秘義務契約に基づき開示を差し控えておりますが、個人 2 名で

す。 （２） 住 所 

（３） 
上 場 会 社 と 当 該 

個 人 と の 関 係 

資本関係、人的関係、取引関係はありません。 

 

４．株式取得数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
0株 

（議決権の数：0個）（議決権所有割合：0％） 

（２） 取得株式数 
200株 

（議決権の数：200個） 

（３） 取得価額 

取得先との守秘義務の関係から非公開とさせていただきますが、第

三者機関による財務・法務デューデリジェンスを実施し、第三者機

関による客観的で合理的な評価方法（ＤＣＦ法）に基づく評価額を

考慮して合意した金額です。 

（４） 異動後の所有株式数 
200株 

（議決権の数：200個）（議決権所有割合：100％） 

 

５．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2021年12月16日 

（２） 契 約 締 結 日 2021年12月16日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 契約締結日から5カ月以内（予定） 

 



６．今後の見通し 

 本件による当社の当期連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、開示すべき事項が生

じた場合は速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


